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はじめに
　各世代の所得配分の大きな構成要素である生涯所得は、世代間の所得移転を
除くと、ライフサイクルにおける賃金所得のプロフィールによって決定され
る。一般に、それは一人当たり資本量や人的資本の影響を受け、経済成長の成
果は賃金所得に反映されている。賃金所得プロフィールは技術進歩の影響も受
けるが、その効果は実証分析により明らかとなる。本論では、技術進歩の指標
としてTFPを用い、家計調査の年齢別平均賃金にどのような影響を与えてい
るかについて実証分析した結果を示している。以下では、第 ₁に全国消費実態
調査を用いて賃金所得プロフィールを示し、第 ₂に家計調査などの統計データ
を用いてTFPが賃金所得に正の影響を与えることを示し、第 ₃にTFPの変化
率が賃金所得の変化率に正の影響を与えることを示している。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
†）研究を進めるにあたり、Laitner, John.P.教授および古賀款久助教授の協力を得た。
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　 ₁ ．『全国消費実態調査』の賃金所得プロフィールとその推定
　賃金所得は、一般に、OJTによる人的資本の増加や年功に応じて変化する。
その例として、1989年、1994年、1999年の『全国消費実態調査』から得られる
男子世帯主の平均名目賃金所得は図Ⅴ− ₁に示される1）。図Ⅴ− ₁では、単独
世帯を除き、19歳から69歳までの男子世帯主の資産所得以外の賃金収入などが
合算されている。
　賃金所得は20歳代から40歳代まで増加する。その増加傾向は年齢が上昇する
にともなって緩やかになる。年功序列賃金のように労働市場の制度的な影響も
図Ⅴ− 1　男子世帯主の年齢別平均名目賃金所得の推移：1989、1994、1999年（消費実態調査）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
₁）年齢各歳の賃金プロフィールの作成にあたっては、一橋大学経済研究所附属社会科学統
計情報研究センターで提供している全国消費実態調査（1989年、1994年、1999年）の秘匿
処理済ミクロデータを用いて行った。
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受けているが、就業年数の増加にともなう人的資本の増加を反映している。
賃金所得は、1989年においては、50歳付近をピークとしてそれ以上の年齢層で
は減少に転じている。1994年および1999年においては、ピークの年齢は上昇
し、55歳付近から減少に転じている。50歳以上の年齢層については、退職や再
就職の影響が賃金所得のプロフィールに反映されている。したがって、人的資
本の陳腐化や身体的な衰えに加え、制度的な影響やライフサイクルの資産制約
が賃金所得プロフィールに影響を与えている。
　表Ⅴ− ₁は図Ⅴ− ₁に示した賃金所得プロフィールに対して年齢の ₂次関
数、 l n（賃金所得）＝β0＋β1（年齢）＋β2（年齢の ₂乗）＋ε、を用いて推定し
た結果を示している。表Ⅴ− ₁の推計に用いたデータの年齢範囲は19歳から69
歳までである。推計に際して、対数変換された賃金所得を従属変数として用い
ている。年齢および年齢の ₂乗の回帰係数の推定値は ₁％で統計的に有意であ
る。自由度修正済みの回帰の決定係数は1989年については0.919、1994年につ
いては0.875、1999年については0.843となっており、単純な推定式にもかかわ
らず比較的よくフィットしているようにもみえる。ただし、 ₂次式から推定さ
れる賃金所得の最大年齢は、それぞれの年次について43.07歳、43.42歳、43.37
歳となっており、高齢者の平均賃金所得の低下の影響を大きく受けている。し
表Ⅴ− 1　賃金所得プロフィール（『全国消費実態調査』、19-69歳）
従属変数 lnY1989 lnY1994 lnY1999
（定数） 2.465 2.555 2.539
（15.62） （12.24） （10.44） 
Age 0.1787 0.1856 0.1871
（23.21） （18.22） （15.76） 
Age2 −0.00206 −0.00214 −0.00217
（23.80） （18.67） （16.28） 
R2 0.923 0.880 0.849
　　修正　R2 0.919 0.875 0.843
　　　　　　　　　（　）内の数値はt-統計量の絶対値を示す。
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たがって、単純な年齢の ₂次関数は経験的には賃金所得プロフィールにフィッ
トするものの、限定された目的に用いられる必要がある。
　次に、同じ回帰モデルを19歳から64歳までのデータを用いて推定した結果を
表Ⅴ− ₂に示す。表Ⅴ− ₂においても、年齢および年齢の ₂乗の回帰係数の推
定値は ₁％で統計的に有意である。自由度修正済みの回帰の決定係数は19歳か
ら69歳のデータを用いた場合と比べてやや小さく、それぞれの年次について
0.887、0.858、0.793となっているが、経験的に年齢の ₂次関数がフィットする
ことを示している。 ₂次関数から推定される賃金所得が最大となる年齢は、そ
れぞれの年次について43.80歳、44.71歳、44.45歳となっており、19歳から69歳
のデータを用いた場合と比べて ₁歳前後の増加がみられる。家計調査を用いた
分析においては20−24歳から60−64歳の年齢区分の平均賃金が用いられてお
り、表Ⅴ− ₂に用いられている年齢別賃金所得が対応する。
表Ⅴ− 2　賃金所得プロフィール（『全国消費実態調査』、19−69歳）
従属変数 lnY1989 lnY1994 lnY1999
（定数） 2.639 3.062 3.123
（14.80） （15.68） （13.16） 
Age 0.1685 0.1558 0.1529
（18.37） （15.52） （12.52） 
Age2 −0.00192 −0.00174 −0.00172
（17.59） （14.55） （11.81） 
R2 0.892 0.864 0.802
　　修正　R2 0.887 0.858 0.793
　　　　　　　　　（　）内の数値はt-統計量の絶対値を示す。
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₂ ．『家計調査』2）の賃金所得プロフィールとその推定
　賃金所得プロフィールについて、同様の分析は家計調査のデータについても
可能である。ここでは、前述した年齢の ₂次関数に加え、男子就業者割合をコ
ントロール変数とし、平均就学年数とTFPとを独立変数に加えた推定結果を
示している。本節の回帰分析で推定するモデルは、 l n（世帯賃金所得）＝β0＋
β1（年齢）＋β2（年齢の ₂乗）＋β3（男子就業者割合）＋β4（平均就学年数）＋β5
（TFPlag）＋εである。
　『家計調査年報』には世帯主の年齢 ₅歳区分についてではあるが、世帯の平
均賃金所得が掲載されている。男子就業者人口の割合3）をコントロール変数と
して回帰の独立変数として用いることにより、女子労働による世帯賃金所得を
差し引いた男子就業者の賃金所得を年齢他の変数により賃金所得プロフィール
を推定することが可能である。女子就業者が増加すると世帯の賃金収入が増加
することから、回帰係数は負となることが予想される。出生コーホートの平均
就学年数は就業開始前の人的資本量の近似推定値と考えられ、回帰係数は正と
なることが予想される。TFPは技術進歩の指標と考えられ、回帰係数は正と
なることが予想される。TFPはGDPの増加から資本と労働力の増加の影響を
取り除いた残差とも考えられ、それと人的資本量とは関連しているため、回帰
モデルの推定結果に影響を与えるとも考えられる。また、TFPが賃金所得に
即時的に影響を与えるとは限らないため、同年から ₅年遅れまでのタイムラグ
を設定して推計している。
　『家計調査年報』には1953年からデータが記載されているが、1962年までは
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
₂）総務省統計局『家計調査年報』各年次。
₃）（男子就業者人口割合）＝１−（女子就業者人口割合）となる。年次別に男女の平均賃金
所得比が一定であるとは限らないので、この変数をコントロール変数として用いることに
より誤差が含まれるものと考えられる。
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40代以上が10歳間隔で、かつ60歳以上は分割されていなかったため、ここでは
1963年からのデータを分析の対象としている。限られた年次ではあるが、クロ
スセクションと時系列のデータがプールされている。男子就業者人口割合は
『賃金構造基本統計調査』4）に掲載されている男女別年齢 ₅歳区分別就業人口か
ら算出している。『賃金構造基本統計調査』は、1972年までは『家計調査年報』
同様、40歳代以上が10歳間隔で、かつ60歳以上は分割されていなかったため、
1973年からのデータを利用している。平均就学年数についても『賃金構造基本
統計調査』の学歴別年齢別男性労働者数から算出している。TFPについては、
『OECD International Sectoral Data Base 98』5）から、1970年から1995年までの
日本のTFP値を利用している。したがって、1973年から1995年までのデータ
を用いて本論の分析を行った。
　データの制約上、回帰の推定に用いたデータの年次がTFPのタイムラグと
ともに移動する。賃金所得は ₉の年齢階級に分割されており、TFPの時系列
データは1970年から利用可能なため、TFPを ₁年ずらすとデータ組数ｎは ₉
だけ増える。ただし、このTFP値のデータについての制限から、 ₃年以上の
タイムラグの場合にはデータ組数ｎは変化しない。
　回帰モデルの推定結果は表Ⅴ− ₃に示されている。TFPのタイムラグは表
頭に示されている。回帰分析に用いたデータ組数nはタイムラグに応じて、
207、216、225、234、234、234となっている。自由度修正済みの回帰の決定係
数はタイムラグに応じて、0.9235、0.9222、0.9181、0.9117、0.9032、0.8951と
なっており、よくフィットしている。ラグが増加すると決定係数は減少し、 ₂
年を超えるとその減少幅が大きくなっている。
　この推定においても年齢および年齢の ₂乗の回帰係数の推定値は ₁％で統計
的に有意である。 ₂次関数から推定される賃金所得の最大年齢は、タイムラグ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
₄）厚生労働省『賃金構造基本統計調査』各年次。
₅）OECD, International Sectoral Data Base 98, Paris, 1999.
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の順に44.97歳、45.00歳、44.84歳、45.04歳、45.09歳、45.24歳で、45歳前後の
値となっている。この推定に用いた年齢層に対応する前述の『全国消費実態調
査』を用いたその推定年齢は1989年、1994年、1999年の各年次について43.80
歳、44.71歳、44.45歳となっており、それらと比べると0.3歳から1.2歳大きい値
となっている。年齢区分が ₅歳階級であること、年次が異なること、独立変数
が追加されていることを考慮する必要がある6）。
　コントロール変数として用いた男子就業人口割合の回帰係数の推定値は負
表Ⅴ− 3　賃金所得プロフィール：従属変数＝平均賃金所得の対数値
　 lag=0 lag=1 lag=2 lag=3 lag=4 lag=5
切片 9.6545 9.6501 9.8195 9.7287 9.7813 9.7531 
　 （42.35） （42.18） （40.93） （40.62） （30.47） （29.77）
年齢 0.1343 0.1348 0.1335 0.1349 0.1363 0.1383 
　 （32.23） （32.39） （31.56） （31.35） （27.94） （27.07）
年齢の ₂乗 −0.0015 −0.0015 −0.0015 −0.0015 −0.0015 −0.0015 
　 （33.74） （33.90） （33.33） （32.80） （30.61） （29.36）
平均就学年数 −0.0115 −0.0117 −0.0204 −0.0113 −0.0108 −0.0056 
　 （0.81） （0.80） （1.32） （0.73） （0.53） （0.27）
男子就業人口割合 −0.3549 −0.3535 −0.3239 −0.3482 −0.3570 −0.3793 
　 （4.23） （4.16） （3.67） （3.84） （3.28） （3.28）
TFPt− lag 1.0097 1.0172 1.0325 0.9277 0.8400 0.7257 
　 （11.16） （10.83） （10.41） （9.40） （7.30） （6.16）
R2 0.925 0.924 0.920 0.914 0.905 0.897 
修正 R2 0.924 0.922 0.918 0.912 0.903 0.895 
n 207 216 225 234 234 234 
（　）内の数値はt-統計量の絶対値を示す。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
₆）年齢の ₂次関数による回帰の推定結果は次のとおりである。
　　　　　ln（賃金所得）＝10.2933 −0.00137（年齢）2 ＋ 0.123681（年齢）
 　 　　　　　　　 　　　　（121.26） （27.59）            （29.14）
　　　　　自由度修正済み決定係数＝0.791
　　この結果から、賃金所得が最大となる年齢は45.28歳と推定される。
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で、 ₁％で統計的に有意である。この推定結果は、女子就業人口割合が高くな
ると世帯の賃金所得が高くなることを示している。平均就学年数の回帰係数の
推定値はどのタイムラグについても統計的に有意になることはなかった7）。
TFPの回帰係数の推定値は正で、 ₁％で統計的に有意である。TFPが増加す
ると賃金所得の増加することが示されている。 ₂年までのタイムラグについて
はTFPの回帰係数の推定値が ₁以上であるが、 ₃年以上のタイムラグについ
てそれは ₁未満となりラグが増えるとともに減少している。TFPの変化の影
響は ₂年を超えると減衰していくことを示している。回帰の決定係数も同様に
減少していることから、TFPの変化は ₂年以内に賃金所得に反映されるもの
と推測される。
₃．TFPの増減が賃金所得の増減に与える影響
　ここでは、前節で用いたデータを利用して、TFPの増減が賃金所得の増減
に与える影響について推計した結果を示す。前節ではTFPの増加が賃金所得
プロフィール押し上げることが示された。本節では、TFPの増減が賃金所得
を増減させることを示す。
　『家計調査』から年齢 ₅歳区分別のクロスセクション・データが複数年にわ
たってタイムシリーズとして利用可能であるから、コーホートの経験する変化
を追跡することが可能である。特定の年次における特定の年齢区分の人口は、
₅年後には ₁階級区分だけ年上の年齢区分に推移する。したがって、Ea,tをt
年におけるa歳からa+ ₄ 歳までの平均賃金所得とするとその変化率は両者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
₇）人的資本量は、TFPで考慮される労働力や物的資本とは異なる変量である。したがって、
人的資本量が増加すればTFPも増加する。TFPは技術進歩の指標であるとともに、人的資
本の変化を含む指標と考えられる。また、技術進歩に対応した人的資本が必要となること
から、両者は正の関係を示すものと考えられる。実際には、進学率は1970年代前半までは
上昇するものの、その後の変化は小さいため、統計的に有意な影響を与えていないと考え
られる。
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比の自然対数値、 l n（Ea+5,t+5/Ea,t）、で示される。一方、TFPは時系列データ
をすべての年齢区分に対して該当するものと仮定し、特定年次と ₅年後の
TFP値の比の自然対数値、 l n（TFPt+5/TFPt）lag、をその変化率として用いる。
TFPの変化がタイムラグを経て賃金所得に影響を与える可能性を考慮するた
め、TFPの変化率についてはラグ変数をラグ＝０年からラグ＝ ₅年までにつ
いて分析に含めた。
　TFPの変化率と賃金所得の変化率とのデータ散布図は、章末の参考図に示
されている。タイムラグについてはラグ= ₀ 年からラグ= ₃ 年まで示されてい
る。年齢が増加すると、賃金所得の変化率は全体として減少し、その分布は50
歳を超えると負の値を示すようになっている。TFPの変化率にかかわらず、
若年層については賃金所得の増加率が正となっており、高齢層については負と
なっている。30歳から40歳についてみると、TFPの増加率と賃金所得の増加
率とが比較的明瞭な正の関係を示している。タイムラグが ₃年になるとその関
係はそれほど明瞭ではなくなる。一方、他の年齢についても弱い正の関係を示
している。
　次に、TFPの変化率が賃金所得の変化率に及ぼす影響について回帰分析を
した結果を表Ⅴ− ₄に示す。推定する回帰式は、（賃金所得の変化率）＝β0＋
β1（年齢）＋β2（年齢の ₂乗）＋β3（男子就業者割合）＋β4（平均就学年数）＋β5
（TFPの変化率） lag＋εである。年齢および年齢の ₂乗の回帰係数の推定値は
₁％で統計的に有意である。 ₂次関数から推定される賃金所得の変化率の最大
年齢は、それぞれのタイムラグに応じて、23.26歳、21.82歳、21.44歳、21.03
歳、19.90歳、19.57歳である。これは、参考図から指摘されたとおり、年齢が
増加すると賃金所得の変化率が減少することを示している。男子就業人口割合
の回帰係数の推定値は負値を示し、 ₁％で統計的に有意である。女子就業人口
割合が増加すると世帯の賃金所得の増加率が高くなることを示しているが、こ
こでは男子の賃金所得の変化率を分析するためのコントロール変数として扱
う。平均就学年数の回帰係数の推定値は、 ₂年以下のタイムラグについては統
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計的に有意ではない。一方、 ₄年および ₅年のタイムラグについてはそれは負
値を示し ₁％で統計的に有意である。TFPの変化率の回帰係数は正値を示し、
₃年以下のタイムラグについては ₁％で統計的に有意である。それよりも大き
いタイムラグについては統計的有意性が低下している。自由度修正済みの回帰
の決定係数はタイムラグに応じてそれぞれ、0.820、0.816、0.815、0.812、
0.805、0.805となっており、賃金所得プロフィールの推定結果よりも低下して
いるものの分散の ₈割以上を説明している。
表Ⅴ− 4　賃金所得プロフィール：従属変数＝ ln（Ea+5,t+5/Ea,t）
（　）内の数値はt-統計量の絶対値を示す。
　 lag=0 lag=1 lag=2 lag=3 lag=4 lag=5
切片 0.2258 0.4369 0.5648 0.7340 1.0387 1.2709 
　 （0.83） （1.66） （2.26） （3.03） （3.49） （4.20）
年齢 0.0157 0.0145 0.0144 0.0146 0.0142 0.0147 
　 （2.83） （2.64） （2.68） （2.71） （2.45） （2.42）
年齢の ₂乗 −0.0003 −0.0003 −0.0003 −0.0003 −0.0004 −0.0004 
　 （5.51） （5.48） （5.65） （5.81） （5.66） （5.69）
平均就学年数 0.0030 −0.0084 −0.0153 −0.0247 −0.0406 −0.0528 
　 （0.23） （0.67） （1.29） （2.13） （2.82） （3.61）
男子就業人口割合 −0.3643 −0.3224 −0.3215 −0.3111 −0.2760 −0.2763 
　 （3.46） （3.07） （3.11） （2.99） （2.41） （2.29）
ln（TFPt+5 /TFPt）lag 0.4495 0.4469 0.4839 0.4735 0.3251 0.2955 
　 （3.11） （3.24） （3.53） （3.39） （2.25） （1.99）
R2 0.825 0.822 0.820 0.817 0.811 0.810 
補正 R2 0.820 0.816 0.815 0.812 0.805 0.805 
n 162 171 180 189 189 189 
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Ⅴ　TFPの増加が賃金所得の増加に与える影響−コーホート分析の試み
小　結
　本章ではTFPの変化率が賃金所得の変化率に正の影響を与えていることを
示している。各世代の所得配分の大きな構成要素である生涯所得は、世代間の
所得移転を除くと、ライフサイクルにおける賃金所得のプロフィールによって
決定される。本章では第 ₁に、『全国消費実態調査』の年齢各歳別賃金所得の
平均値を示し、さらに賃金所得のプロフィールが経験的には年齢の ₂次関数で
近似されることを示した。
　一般に、賃金所得プロフィールは資本装備率や人的資本の影響を受け、経済
成長の成果は賃金所得に反映されている。さらに、それは技術進歩の影響も受
け、本章では第 ₂に、『家計調査』などを用いて、TFPが増加すると賃金所得
が増加すること、およびTFPの変化は ₂年以内に賃金所得に反映されること
を示した。
　TFPの変化率が賃金所得の変化率に与える影響を分析するためには、ミク
ロのパネル・データあるいはマクロのコーホート・データが必要となる。本章
では第 ₃に、『家計調査』から得られる賃金所得のコーホート・データのペア
から賃金所得の変化率を計測し、年齢が増加すると賃金所得の変化率が減少す
ること、および対応する年次のTFPの変化率が賃金所得の変化率に正の効果
を及ぼしていることを示した。
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参考図Ⅴ− 1− 1　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（20～24歳、lag=0）
参考図Ⅴ− 1− 2　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（25～29歳、lag=0）
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参考図Ⅴ− 1− 3　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（30～34歳、lag=0）
参考図Ⅴ− 1− 4　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（35～39歳、lag=0）
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参考図Ⅴ− 1− 5　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（40～44歳、lag=0）
参考図Ⅴ− 1− 6　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（45～49歳、lag=0）
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参考図Ⅴ− 1− 7　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（50～54歳、lag=0）
参考図Ⅴ− 1− 8　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（55～59歳、lag=0）
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参考図Ⅴ− 1− 9　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（60～64歳、lag=0）
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Ⅴ　TFPの増加が賃金所得の増加に与える影響−コーホート分析の試み
参考図Ⅴ− 2− 1　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（20～24歳、lag=1）
参考図Ⅴ− 2− 2　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（25～29歳、lag=1）
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参考図Ⅴ− 2− 3　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（30～34歳、lag=1）
参考図Ⅴ− 2− 4　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（35～39歳、lag=1）
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参考図Ⅴ− 2− 5　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（40～44歳、lag=1）
参考図Ⅴ− 2− 6　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（45～49歳、lag=1）
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参考図Ⅴ− 2− 7　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（50～54歳、lag=1）
参考図Ⅴ− 2− 8　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（55～59歳、lag=1）
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参考図Ⅴ− 2− 9　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（60～64歳、lag=1）
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参考図Ⅴ− 3− 1　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（20～24歳、lag=2）
参考図Ⅴ− 3− 2　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（25～29歳、lag=2）
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参考図Ⅴ− 3− 3　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（30～34歳、lag=2）
参考図Ⅴ− 3− 4　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（35～39歳、lag=2）
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参考図Ⅴ− 3− 5　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（40～44歳、lag=2）
参考図Ⅴ− 3− 6　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（45～49歳、lag=2）
（127）
Ⅴ　TFPの増加が賃金所得の増加に与える影響−コーホート分析の試み
参考図Ⅴ− 3− 7　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（50～54歳、lag=2）
参考図Ⅴ− 3− 8　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（55～59歳、lag=2）
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参考図Ⅴ− 3− 9　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（60～64歳、lag=2）
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参考図Ⅴ− 4− 1　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（20～24歳、lag=3）
参考図Ⅴ− 4− 2　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（25～29歳、lag=3）
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参考図Ⅴ− 4− 3　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（30～34歳、lag=3）
参考図Ⅴ− 4− 4　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（35～39歳、lag=3）
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参考図Ⅴ− 4− 5　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（40～44歳、lag=3）
参考図Ⅴ− 4− 6　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（45～49歳、lag=3）
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参考図Ⅴ− 4− 7　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（50～54歳、lag=3）
参考図Ⅴ− 4− 8　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（55～59歳、lag=3）
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Ⅴ　TFPの増加が賃金所得の増加に与える影響−コーホート分析の試み
参考図Ⅴ− 4− 9　TFPの増加率と賃金所得の増加率との散布図（60～64歳、lag=3）

